
従来型個室に入所して介護福祉施設サービス  を受ける場合にあっては、   従来型個室に入所して介護福祉施設サービスを受ける場合にあっては、  

注12に規定する措置の対象とはならないこと。  注12に規定する措置の対象とはならないこと。  

（17）栄養管理体制加算   

① 栄養士又は常勤の管理栄養士（以下（17）において「常勤の管理栄養  

±等」という。）に叫  

登派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等  

服草（昭和六十年法律訝八十八号）の規定による労働者派遣  

鼻業により派遣された派遣労働者を含む。）。なお、調理業務の委託  

先にのみ管理栄養士等が配置されている場合は、当該加算を算定でき  

ないこと。  

訝 常勤の管理栄養士が、同一敷地内の複数の介護保険施設の栄養管理  

等を行う場合に、当該管理栄養士が所属する指定地域密着型介護老人  

福祉施設のみ算定できるこL  

∋ 常勤の管理栄養士等は、入所者の年齢、心身の防榔こよって適切な  

栄養量及び内容の食事の提供を行うため、次のイ及びロに掲げる書類  

の作成を行うこと。‘ただし、（18）に定める栄養マネジメント加算を算  

定する場合叫（食事せん及び献  
立表を除く。）㈱行う必要はないこと。  

イ 食事打診掛こ当たっては、検食簿、喫食調査結果、食事せん、献   

立表、入所者の入退所簿及び食料品消費日計等の食事関係書類を作   

成し、嘩  

旦入所者年齢構成表及び給与栄養目標量に関する帳票を必要に応  
じて（少なくとも六月  に一回）作成しているこ  と。  

吐乳栄養マネジメント加算   

① 栄養ケア・マネジメントは、入所者毎に行われるケアマネジメント  

の一環として行われることに留意すること。  

また、栄養ケア・マネジメントは、低栄養状態のリスクにかかわら  

ず、原則として入所者全員に対して実施するべきものであること。   

② 常勤の管理栄養士を一名以上配置して行うものであること。  

迫吐栄養マネジメント加算   

① 栄養ケア・マネジメントは、入所者毎に行われるケアマネジメント   

の一環として行われることに留意すること。  

また、栄養ケア・マネジメントは、低栄養状態のリスクにかかわら   

ず、原則として入所者全員に対して実施するべきものであること。  

② 塾詮追常勤の管理栄養士を一名以上配置して行うものであること。   

なお、調理業務の委託先にのみ管理栄養士が配置されている場合は、   

当該加算を算定できないこと。  

③ 常勤の管理栄養士が、同一敷地内の複数の介護保険施設の栄養ケア   
・マネジメントを行う場合に、当該管理栄養士が所属する施設のみ算   

定できること。  

旦 栄養ケア・マネジメントについては、以下のイからトまでに掲げる  塁栄養ケア・マネジメントについては、以下のイからトまでに掲げる  
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とおり、実施すること。  

イ 入所者毎の低栄養状態のリスクを、施設入所時に把握すること（以   
下「栄養スクリーニング」という。）。  

ロ 栄養スクリーニングを踏まえ、入所者毎の解決すべき課題を把握   

すること（以下「栄養アセスメント」という。）。  
ハ 栄養アセスメントを踏まえ、施設長の管理のもと、医師、管理栄   

養士、歯科医師、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共   

同して、入所者毎に、栄養補給に関する事項（栄養補給量、補給方   
法等）、栄養食要相談に関する事項（食事に関する内容の説明等）、   

解決すべき事項に対し関連職種が共同して取り組むべき事項等を記   

載した栄養ケア計画を作成すること。また・、作成した栄養ケア計画   
については、栄養ケア・マネジメントの対象となる入所者又はその   

家族に説明し、その同意を得ること。なお、地域密着型介護福祉施   
設サービスにおいては、栄養ケア計画に相当する内容を地域密着型   
施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって栄養ケ   

ア計画の作成に代えることができるものとすること。  

ニ 栄養ケア計画に基づき、入所者毎に栄養ケア・マネジメントを実   

施するとともに、栄養ケア計画に実施上の問題（栄養補給方法の変   
更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要   
性等）があれば直ちに当該計画を修正すること。  

ホ 入所者毎の栄養状態に応じて、定期的に、入所者の生活機能の状   
況を検討し、栄養状態のモニタリングを行うこと。その際、栄養ス   
クリーニング時に把握した入所者毎の低栄養状態のリスクのレベル   

に応じ、それぞれのモニタリング間隔を設定し、入所者毎の栄養ケ   
ア計画に記載すること。当該モニタリング間隔の設定に当たっては、   

低栄養状態のリスクの高い者及び栄養補給方法の変更の必要性があ   

る者（経管栄養法から経口栄養法への変更等）については、概ね二   
週間毎、低栄養状態のリスクが低い者については、概ね三月毎に行   

うこと。なお、低栄養状態のリスクが低い者も含め、少なくとも月   

一回、体重を測定するなど、入所者の栄養状態の把握を行うこと。  
へ 入所者毎に、概ね三月を目途として、低栄養状態のリスクについ   
て、栄養スクリーニングを実施し、栄養ケア計画の見直しを行うこ   

と。  

ト 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基   
準第六十一条において準用する第三土条に規定するサービスの提供  

とおり、実施すること。  

イ 入所者毎の低栄養状態のリスクを、施設入所時に把握すること（以   

下「栄養スクリーニング」という。）。  

ロ 栄養スクリーニングを踏まえ、入所者毎の解決すべき課題を把握   

すること（以下「栄養アセスメント」という。）。  

ハ 栄養アセスメントを踏まえ、施設長の管理のもと、医師、管理栄   

養士、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、入   

所者毎に、栄養補給に関する事項（栄養補給量、補給方法等）、栄   

養食宰相談に関する事項（食事に関する内容の説明等）、解決すべ   

き事項に対し関連職種が共同して取り組むべき事項等を記載した栄   

養ケア計画を作成すること。また、作成した栄養ケア計画について   

は、栄養ケア・マネジメントの対象となる入所者又はその家族に説   

明し、その同意を得ること。なお、地域密着型介護福祉施設サービ   
スにおいては、栄養ケア計画に相当する内容を地域密着型施設サー   

ビス計画の中に記載する場合は、その記載をもって栄養ケア計画の   

作成に代えることができるものとすること。  

ニ 栄養ケア計画に基づき、入所者毎に栄養ケア・マネジメントを実   

施するとともに、栄養ケア計画に実施上の問題（栄養補給方法の変   

更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要   

性等）があれば直ちに当該計画を修正すること。  

ホ 入所者毎の栄養状態に応じて、定期的に、入所者の生活機能の状   
況を検討し、栄養状態のモニタリングを行うこと。その際、栄養ス   
クリーニング時に把握した入所者毎の低栄養状態のリスクのレベル   

に応じ、それぞれのモニタリング間隔を設定し、入所者毎の栄養ケ   

ア計画に記載すること。当該モニタリング間隔の設定に当たっては、   

低栄養状態のリスクの高い者及び栄養補給方法の変更の必要性があ   

る者（経管栄養法から経口栄養法への変更等）については、概ね二   

週間毎、低栄養状態のリスクが低い者についてはこ概ね三月毎に行   

うこと。なお、低栄養状態のリスクが低い者も含め、少なくとも月   

一回、体重を測定するなど、入所者の栄養状態の把握を行うこと。  
へ 入所者毎に、概ね三月を目途として、低栄養状態のリスクについ   
て、栄養スクリーニングを実施し、栄養ケア計画の見直しを行うこ   

と。  

ト 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基   

準第61条において準用する第20条に規定するサービスの提供の記  
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録において利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用者の  

栄養状態を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に栄養マネジ   

メント加算の算定のために利用者の栄養状態を定期的に記録する必  

要はないものとすること。  

豊 栄養ケア計画を作成し、入所者又はその家族に説明し、その同意を   
得られた日から栄養マネジメント加算は算定を開始するものとするこ   

と。なお、既入所者については、平成十七年十月分に限り、平成十七  

の記録において利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用  

者の栄養状態を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に栄養マ  

ネジメント加算の算定のために利用者の栄養状態を定期的に記録す  

る必要はないものとすること。  

⑤ 栄養ケア計画を作成し、入所者又はその家族に説明し、その同意を   
得られた日から栄養マネジメント加算は算定を開始するものとするこ   

と。   

牢十月中に同意がとれていれば、平成十七年十月一日に遡り算定でき  

ること。  ＠斬高齢者の  
栄養状態に着目した栄養管理が行われるため、検食簿、喫食調査結果、  

入所者の入退所簿及び食料品消費日計等の食事関係書類（食事せん及  

び献立表を除く。）、入所者年齢構硬表及び給与栄養目標量に関する  
帳票は、作成する必要がないこと  

追払経口移行加算   

① 経口移行加算のうち経管栄養から経口栄養に移行しようとする者に  

係るものについては、次に掲げるイからハまでの通り、実施するもの  

とすること。  

イ 現に経管により食事を摂取している者であって、経口による食事  
の摂取を進めるための栄養管理が必要であるとして、医師の指示を  

受けた者を対象とすること。医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、   

址経口移行加算   
① 経口移行加算のうち緯管栄養から経口栄養に移行しようとする者に  

係るものについては、次に掲げるイからハまでの通り、実施するもの  

とすること。  

イ 現に経管により食事を摂取している者であって、経口による食事  

の摂取を進めるための栄養管理が必要であるとして、医師の指示を  

受けた者を対象とすること。医師、管理栄養士、看護師、介護支援  
専門員その他の職種の者が共同して、経口による食事の摂取を進め  

るための栄養管理の方法等を示した経口移行計画を作成すること  

（ただし、栄養マネジメント加算を算定している入所者にあっては、  

栄養ケア計画と一体のものとして作成すること。）。また、当該計  

画については、栄養管理の対象となる入所者又はその家族に説明し、  

その同意を得ること。なお、地域密着型介護福祉施設サービスにお  
いては、経口移行計画に相当する内容を地域密着型施設サービス計  

画の中に記載する場合は、その記載をもって経口移行計画の作成に  

代えることができるものとすること。  

ロ 当該計画に基づき、栄養管理を実施すること。経口移行加算の算  

定期間は、経口からの食事の摂取が可能となり経管による食事の摂  

取を終了した日までの期間とするが、その期間は入所者又はぞの家  

族の同意を得た日から起算して、一八○日以内の期間に限るものと  

し、それを超えた場合においては、原則として当該加算は算定しな  

介護支援専門員その他の職種の者が共同して、経口による食事の摂   

取を進めるための栄養管理の方法等を示した経口移行計画を作成す   

ること（ただし、栄養マネジメント加算を算定している入所者にあ   

っては、栄養ケア計画と一体のものとして作成すること。）。また、   
当該計画については、栄養管理の対象となる入所者又はその家族に   

説明し、その同意を得ること。なお、地域密着型介護福祉施設サー   

ビスにおいては、経口移行計画に相当する内容を地域密着型施設サ   

ービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって経口移行計画   

の作成に代えることができるものとすること。  

ロ 当該計画に基づき、栄養管理を実施すること。経口移行加算の算   

定期間は、経口からの食事の摂取が可能となり経管による食事の摂   

取を終了した日までの期間とするが、その期間は入所者又はその家   

族の同意を得た日から起算して、一八○日以内の期間に限るものと   

し、それを超えた場合においては、原則として当該加算は算定しな  
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いこと。  

ハ 経口による食事の摂取を進めるための栄養管理が、入所者又はそ  
の家族の同意を得られた日から起算して、一八○日を超えて実施さ  

れる場合でも、経口による食事の摂取が一部可能なものであって、  

医師の指示に基づき、継続して経口による食事の摂取を進めるため  

の栄養管理が必要とされる場合にあっては、引き続き当該加算を算  

定できるものとすること。ただし、この場合において、医師の指示  

は概ね二週間毎に受けるものとすること。   

② 経菅栄養法から経口栄養法への移行は、場合によっては、誤礁性肺  
炎の危険も生じうることから、次のイからこまでについて確認した上  

で実施すること。  

イ 全身状態が安定していること（血圧、呼吸、体温が安定しており、  

現疾患の病態が安定していること。）。  

ロ 刺激しなくても覚醒を保っていられること。  

ハ 嚇下反射が見られること（唾液嘩下や口腔、咽頭への刺激による  

喉頭挙上が認められること。）。  

ニ 咽頭内容物を吸引した後は唾液を嘩下しても「むせ」がないこと。   

③ 経口移行加算を一八○日間にわたり算定した後、経口摂取に移行で  

きなかった場合に、期間を空けて再度経口摂取に移行するための栄養  

管理を実施した場合は、当該加算は算定できないものとすること。  

迫吐経口維持加算   

① 経口維持加算のうち、著しい摂食機能障害を有し、誤嚇が認められ  
る者に係るものについて  

イ 経口維持加算のうち、経管栄養は行われていないが、著しい摂食  
機能障害を有し、誤嘩が認められる者（経口維持加算（Ⅰ））及び摂  

食機能障害を有し誤喋が認められる者（経口維持加算（Ⅲ））に係る  

ものについては、次に掲げるaからdまでの通り、実施するものと  

すること。  

a 経口維持加算（Ⅰ）については、現に経口により食事を摂取して  

いる着であって、著しい摂食機能障害を有し、造影撮影（医科診  

療報酬点数表中「造影剤使用撮影」をいう。以下同じ。）又は内  

視鏡検査（医科診療報酬点数表中「喉頭ファイバースコピー」を  

いう。以下同じ。）により誤礁が認められることから、継続して  

経口による食事の摂取を進めるための特別な管理が必要であるも  

のとして、医師の指示を受けたものを対象とすること。  

いこと。  

ハ 経口による食事の摂取を進めるための栄養管理が、入所者又はそ  
の家族の同意を得られた日から起算して、一八○日を超えて実施さ  

れる場合でも、経口による食事の摂取が一部可能なものであって、  

医師の指示に基づき、継続して経口による食事の摂取を進めるため  

の栄養管理が必要とされる場合にあっては、引き続き当該加算を算  

定できるものとすること。ただし、この場合において、医師の指示  

は概ね二週間毎に受けるものとすること。   

② 経管栄養法から経口栄養法への移行は、場合によっては、誤嚇性肺  
炎の危険も生じうることから、次のイからこまでについて確認した上  

で実施すること。  

イ 全身状態が安定していること（血圧、呼吸、体温が安定しており、  

現疾患の病態が安定していること。）。  

ロ 刺激しなくても覚醒を保っていられること。  

ハ 喋下反射が見られること（唾液喋下や口腔、咽頭への刺激による  
喉頭挙上が認められること。）。  

ニ 咽頭内容物を吸引した後は唾液を喋下しても「むせ」がないこと。   

③ 経口移行加算を一八○日間にわたり算定した後、経口摂取に移行で  
きなかった場合に、期間を空けて再度経口摂取に移行するための栄養  

管理を実施した場合は、当該加算は算定できないものとすること。  

拉経口維持加算   

① 経口維持加算のうち、著しい摂食機能障害を有し、誤嘩が認められ  
る者に係るものについて  

イ 経口維持加算のうち、経管栄養は行われていないが、著しい摂食   
・機能障害を有し、誤怖が認められる者（経口維持加算（Ⅰ））及び摂  

食機能障害を有し誤礁が認められる者（経口維持加算（Ⅱ））に係る  

ものについては、次に掲げるaからdまでの通り、実施するものと  

すること。  

a 経口維持加算（Ⅰ）については、現に経口により食事を摂取して  

いる者であって、著しい摂食機能障害を有し、造影撮影（医科診  

療報酬点数表中「造影剤使用撮影」をいう。以下同じ。）又は内  

視鏡検査（医科診療報酬点数表中「喉頭ファイバースコピー」を  

いう。以下同じ。）により誤解が認められる（喉頭侵入が認めら  

れる場合を含む。）ことから、継続して経口による食事の摂取を  
進めるための特別な管理が必要であるものとして、医師の指示を  
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受けたものを対象とすること。   

経口維持加算（Ⅱ）については、現に経口により食事を摂取して  

経口維持加算（Ⅲ）については、現に経口により食事を摂取して  

いる者であって、摂食機能障害を有し、水飲みテスト等により誤  
解が認められることから、継続して経口による食事の摂取を進め  

るための特別な管理が必要であるものとして、医師の指示を受け  

たものを対象とすること。  

（「氷砕片  いる者であって、摂食機能障害を有し、水飲みテスト   

：サニミ主上T；：L 

冊琴部聴診法等により誤礁が認   

められることから、継続して経口による食事の摂取を進めるため   

の特別な管理が必要であるものとして、医師の指示を受けたもの   

を対象とすること。  

b 医師、歯科医師、管理栄養士、看護職員「介護支援専門員その   

他の職種の者が共同して、継続して経口による食事の摂取を進め   

るための特別な管理の方法等を示した経口維持計画を作成するこ   

と（ただし、栄養マネジメント加算を算定している入所者にあっ   

ては、栄養ケア計画と一体のものとして作成すること。）。また、   
当該計画については、栄養管理の対象となる入所者又はその家族   

に説明し、その同意を得ること。なお、地域密着型介護福祉施設   

サービスにおいては、経口維持計画に相当する内容を地域密着型   

施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって経口   

維持計画の作成に代えることができるものとすること。  

c 当該経口維持計画に基づき、栄養管理を実施すること。「特別   

な栄養管理」とは、入所者の誤礁を防止しつつ、継続して経口に   

よる食事の摂取を進めるための食物形態、摂食方法等における適   

切な配慮のことをいう。経口維持加算（Ⅰ）及び経口維持加算（Ⅱ）   

の算定期間は、継続して経口による食事の摂取を進めるための特   

別な栄養管理により、当該入所者に誤嘩が認められなくなったと   

医師が判断した目までの期間とするが、その期間は入所者又はそ   

の家族の同意を得られた日から起算して－八○日以内の期間に限   

るものとし、それを超えた場合においては、原則として当該加算   
は算定しないこと。  

d 入所者又はその家族の同意を得られた日から起算して一八○日   

を超えた場合でも、引き続き、  

（a）経口維持加算（Ⅰ）の対象者については、造影撮影又は内視鏡   

検査により、引き続き、誤嘩が認められ（喉頭侵入が認められ   
御）、継続して経口による食事の摂取を進めるた   
めの特別な栄養管理が必要であるものとして医師の指示がなさ   

れ、また、当該特別な栄養管理を継続することについての入所  

b 医師、管理栄養士、看護職員、介護支援専門員その他の職種の   

者が共同して、継続して経口による食事の摂取を進めるための特   

別な管理の方法等を示した経口維持計画を作成すること（ただし、   

栄養マネジメント加算を算定している入所者にあっては、栄養ケ   

ア計画と～体のものとして作成すること。）。また、当該計画に   

ついては、栄養管理の対象となる入所者又はその家族に説明し、   

その同意を得ること。なお、地域密着型介護福祉施設サービスに   
おいては、経口維持計画に相当する内容を地域密着型施設サービ   

ス計画の中に記載する場合は、その記載をもって経口維持計画の   

作成に代えることができるものとすること。  

c 当該経口維持計画に基づき、栄養管理を実施すること。「特別   

な栄養管理」とは、入所者の誤嘆を防止しつつ、継続して経口に   

よる食事の摂取を進めるための食物形態、摂食方法等における適   

切な配慮のことをいう。経口維持加算（Ⅰ）及び経口維持加算（Ⅱ）   

の算定期間は、継続して経口による食事の摂取を進めるための特   

別な栄養管理により、当該入所者に誤嘩が認められなくなったと   

医師が判断した目までの期間とするが、その期間は入所者又はそ   

の家族の同意を得られた日から起算して一八○日以内の期間に限   

るものとし、それを超えた場合においては、原則として当該加算   

は算定しないこと。  

d 入所者又はその家族の同意を得られた目から起算して一八○日   

を超えた場合でも、引き続き、  
（a）経口維持加算（Ⅰ）の対象者については、造影撮影又は内視鏡   

検査により、引き続き、誤碑が認められ、継続して経口による   
食事の摂取を進めるための特別な栄養管理が必要であるものと  

して医師の指示がなされ、また、当該特別な栄養管理を継続す   

ることについての入所者の同意が得られた場合  
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者の同意が得られた場合  

（b）経口維持加算（Ⅲ）の対象者にあっては、水飲みテスト等によ   

り引き続き、誤嘩が認められ、継続して経口による食事の摂取   

を進めるための特別な管理が必要であるものとして、医師の指   

示がなされ、また、当該特別な栄養管理を継続することについ   

ての入所者の同意が得られた場合にあっては、引き続き当該加   

算を算定できるものとすること。  

ただし、（a）又は（b）における医師の指示は、概ね二週間毎に   

受けるものとすること。  

ロ ニ十三号告示第二十号に規定する管理体制とは、食事の中止、  

十分な排疾、医師への報告等が迅速に行われる体制とすること。  

（b）経口維持加算（Ⅱ）の対象者にあっては、水飲みテスト、堕塾  

堕塾塗等により引き続き、誤礁が認められ、継続して経口によ  

る食事の摂取を進めるための特別な管理が必要であるものとし  

て、医師の指示がなされ、また、当該特別な栄養管理を継続す  

ることについての入所者の同意が得られた場合にあっては、引  

き続き当該加算を算定できるものとすること。  

ただし、（a）又は（b）における医師の指示は、概ね二週間毎に  

受けるものとすること。  

ロ ニ十三号告示第二十号に規定する管理体制とは、食事の中止、  

十分な排疾、医師への報告等が迅速に行われる体制とすること。  

」．三エ⊥こlエ建造並立盟主…泣ぜ〔 

「入所者の  口腔ケア  マネジメン  トに係る計画  以下の事項  

を記載すること。  

仁一－－－ごご二三二二二三去  

具体的方策  也p  

羊 留意睾項   

卒 当該施設と歯科医療機関との連携の状逸   

∴ 

．≡‥ 

寸 その他必要と思われる垂璽  

建立療養食加算   上之辻療養食加算  
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① 療養食の加算については、利用者の病状等に応じて、主治の医師よ   

り利用者に対し疾患治療の直接手段として発行された食事せんに基づ   

き、厚生労働大臣が定める者等（平成十二年厚生省告示第二十三号。   
以下「二十三号告示」という。）に示された療養食が提供された場合   

に算定すること。なお、当該加算を行う場合は、療養食の献立表が作   

成されている必要があること。  

② 加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段として、医師の発   
行する食事せんに基づいて提供される利用者の年齢、病状等に対応し   

た栄養量及び内容を有する治療食（糖尿病食二腎臓病食、肝臓病食、   

胃潰瘍食（流動食は除く。）、貧血食、膵臓病食、高脂血症食、痛風   
食及び特別な場合の検査食）をいうものであること。  

③ 前記の療養食の摂取の方法については、経口又は経管の別を問わな   
いこと。  

④ 減塩食療法等について   

心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は、腎臓病食に準じて取   
り扱うこと‘ができるものであるが、高血圧症に対して減塩食療法を行   

う場合は、加算の対象とはならないこと。  
また、腎臓病食に準じて取り扱うことができるJL、臓疾患等の減塩食   

については、総量七・Og以下の減塩食をいうこと。  

① 療養食の加算については、利用者の病状等に応じて、主治の医師よ   

り利用者に対し疾患治療の直接手段として発行された食事せんに基づ   

き、厚生労働大臣が定める者等（平成十二年厚生省告示第二十三号。   

以下「二十三号告示」という。）に示された療養食が提倶された場合   

に算定すること。なお、当該加算を行う場合は、療養食の献立表が作   

成されている必要があること。  

② 加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段として、医師の発   
行する食事せんに基づいて提供される利用者の年齢、病状等に対応し   

た栄養量及び内容を有する治療食（糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、   
胃潰瘍食（流動食は除く。）、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛   

風食及び特別な場合の検査食）をいうものであること。  

③ 前記の療養食の摂取の方法については、経口又は経管の別を問わな   

いこと。  

④ 減塩食療法等について   

・心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は、腎臓病食に準じて取   

り扱うことができるものであるが、高血圧症に対して減塩食療法を行   

う場合は、加算の対象とはならないこと。  

また、腎臓病食に準じて取り扱うことができる心臓疾患等の減塩食   

については、総量六・Og未満の減塩食をいうこと。ただし、平成二   

十一年九月三十日までの間は従前の総量七・Og以下の減塩食でも認  

めるものとすること  

⑤ 肝臓病食について  

肝臓病食とは、肝庇護食、肝炎食、肝硬変食、閉鎖性黄症食（月旦石   
症及び胆嚢炎による閉鎖性黄症の場合を含む。）等をいうこと・。  

⑥ 胃潰瘍食について  

十二指腸潰瘍の場合も胃潰瘍食として取り扱って差し支えないこ   

と。手術前後に与える高カロリー食は加算の対象としないが、侵襲の   

大きな消化管手術の術後において胃潰瘍食に準ずる食事を提供する場   

合は、療養食の加算が認められるこ と。また、クローン病、潰瘍性大   

腸炎等により腸管の機能が低下している入所者等に対する低残さ食に   

ついては、療養食として取り扱って差し支えないこと。  

⑦ 貧血食の対象者となる入所者等について   

療養食として提供される貧血食の対象となる入所者等は、血中ヘモ   

グロビン濃度が－Og／dl以下であり、その原因が鉄分の欠乏に由来   

する着であること。  

⑤ 肝臓病食について  

肝臓病食とは、肝庇護食、肝炎食、肝硬変食、閉鎖性黄症食（胆石   

症及び胆嚢炎による閉鎖性黄痘の場合を含む。）等をいうこと。  

⑥ 胃潰瘍食について  

十二指腸潰瘍の場合も胃潰瘍食として取り扱って差し支えないこ   

と。手術前後に与える高カロリー食は加算の対象としないが、侵襲の   
大きな消化管手術の術後において胃潰瘍食に準ずる食事を提供する場   

合は、療養食の加算が認められること。また、クローン病、潰瘍性大   

腸炎等により腸管の機能が低下している入所者等に対する低残さ食に   

ついては、療養食として取り扱って差し支えないこと。  

⑦ 貧血食の対象者となる入所者等について   

療養食として提供される貧血食の対象となる入所者等は、血中ヘモ   

グロビン濃度が一Og／dl以下であり、その原因が鉄分の欠乏に由来   

する者であること。  
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⑧ 高度肥満症に対する食事療法について  

高度肥満症（肥満度が十七○％以上又はBMI（Body MassIndex）  
が三五以上）に対して食事療法を行う場合は、高脂血症食に準じて取  

り扱うことができること。   

⑨ 特別な場合の検査食について  

特別な場合の検査食とは、潜血食をいう他、大腸Ⅹ線検査・大腸内  
視鏡検査のために特に残さの少ない調理済食品を使用した場合は、  

「特別な場合の検査食」として取り扱って差し支えないこと。   

⑩ 高脂血症食の対象となる入所者等について  

療養食として提供される高脂血症食の対象となる入所者等は、空腹  

時定常状態における血清総コレステロール値が二二Omg／dl以上であ  

る者又は血清中性脂肪値が一五Omg／dl以上である者であること。   

迫狙看取り介護加算   

① 看取り介護加算は、医師が一般飽に認められている医学的知見に基  
づき回復の見込みがないと診断した入所者について、本人及び家族と  

ともに、医師、畳護塵、介護職員等が共同して、随時本人又はその家  

族に対して十分な説明を行い、合意をしながら、その人らしさを尊重  
した看取りができるよう支援することを主眼として設けたものであ  

る。  

⑧ 高度肥満症に対する食事療法について  

高度肥満症（肥満度が＋七○％以上又はBMI（Body MassIndex）  
が三五以上）に対して食事療法を行う場合は、脂質異常症食に準じて  

取り扱うことができること。   

⑨ 特別な場合の検査食について  

特別な場合の検査食とは、潜血食をいう他、大腸Ⅹ線検査・大腸内  
視鏡検査のために特に残さの少ない調理済食品を使用した場合は、  
「特別な場合の検査食」として取り扱って差し支えないこと。   

⑲ 脂質異常症食の対象となる入所者等について  

療養食として提供される脂質異常症食の対象となる入所者等は、空  

腹時定常状態におけるLDL－コレステロール値が一四Omg／dl以上で  

ある者又はHDレコレステロール値が四Omg／dl未満若しくは血清中  
性月旨肪値が一五Omg／dl以上である者であること。  

追込看取り介護加算   

① 看取り介護加算は、医師が一般に認められている医学的知見に基づ  
き回復の見込みがないと診断した入所者について、本人及び家族とと  

もに、医師、看護職員、介護職員等が共同して、随時本人又はその家  
族に対して十分な説明を行い、合意をしながら、その人らしさを尊重  
した看取りができるよう支援することを主眼として設けたものであ  

る。  

（勤 「二四時間の連絡体制」については、（9）④を準用する。   

③ 管理者を中心として、生活相談員、介護職員、看護職員、介護支援  

専門員等による協議の上、「看取りに関する指針」が定められている  

ことが必要であり、同指針に盛り込むべき項目としては、例えば、当  

該施設の看取りに関する考え方、終末期の経過（時期、プロセス毎）  

の考え方、施設において看取りに際して行いうる医療行為の選択肢、  
医師や医療機関との連携体制、本人及び家族との話し合いや同意、意  
思確認の方法、職員の具体的対応等が考えられる。   

金 看取り介護加算は、二十三号告示第二十七号に定める基準に適合す  
る看取り介護を受けた入所者が死亡した場合に、死亡日を含めて三○  

日を上限として、施設において行った看取り介護を評価するものであ  

る。  

死亡前に在宅へ戻ったり、医療機関へ△院したりした後、在宅や△  
院先で死亡した場合でも算定可能であるが、その際には、施設におい  

て看取り介護を直接行っていない退所した日の翌日から死亡日までの  

② 看取り介護加算は、二十三号告示第二十七号に定める基準に適合す   

る看取り介護を受けた入所者が死亡した場合に、死亡日を含めて三○   

日を上限として、施設において行った看取り介護を評価するものであ   

る。   

死亡前に在宅へ戻ったり、医療機関へ転院したりした後、在宅や転   
院先で死亡した場合でも算定可能であるが、その際には、施設におい   

て看取り介護を直接行っていない退所した日の翌日から死亡日までの  
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間は、算定することができない。（したがって、退所した日の翌日か   

ら死亡日までの期間が三○日以上あった場合には、看取り介護加算を   

算定することはできない。）  

塁 施設を退所等した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能である   

が、看取り介護加算は死亡月にまとめて算定することから、入所者側   
にとっては、施設に入所していない月についても自己負担を請求され   

ることになるため、入所者が退所等する際、退所等の翌月に亡くなっ   

た場合に、前月分の看取り介護加算に係る一部負担の請求を行う場合   

があることを説明し、文書にて同意を得ておくことが必要である。  

塁 施設は、施設退所等の後も、継続して入所者の家族指導や医療機関   
に対する情報提供等を行うことが必要であり、入所者の家族、入院先   

の医療機関等との継続的な関わりの中で、入所者の死亡を確認するこ   

とが可能である。  

なお、情報の共有を円滑に行う観点から、施設が入院する医療機関   
等に入所者の状態を尋ねたときに、当該医療機関等が施設に対して本   

人の状態を伝えることについて、施設退所等の際、本人又は家族に対   
して説明をし、文書にて同意を得ておくことが必要である。  

塁 入所者が入退院をし、又は外泊した場合であって、当該入院又は外   
泊期間が死亡日以前三○日の範囲内であれば、当該入院又は外泊期間   

を除いた期間について、看取り介護加算の算定が可能である。  

直 入院若しくは外泊又は退所の当日について看取り介護加算を算定で   

きるかどうかは、当該日に所定単位数を算定するかどうかによる。  

塁 本人又はその家族に対する随時の説明に係る同意については、口頭   

で同意を得た場合は、介護記録にその説明日時、内容等を記載すると   

ともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要である。  

また、本人が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族に連絡し   

ても来てもらえないような場合も、医師、看護師、介護職員等が入所   
者の状態等に応じて随時、入所者に対する看取り介護について相談し、   

共同して看取り介護を行っていると認められる場合には、看取り介護   

加算の算定は可能である。  

この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保される   

よう、介護記録に職員間の相談日時、内容等を記載するとともに、本   
人の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわらず来てもらえなかった   

旨を記載しておくことが必要である。   

なお、家族が入所者の看取りについてともに考えることは極めて重   

間は、算定することができない。（したがって、退所した日の翌日か   

ら死亡日までの期間が三○日以上あった場合には、看取り介護加算を   

算定することはできない。）  

塁 施設を退所等した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能である   

が、看取り介護加算は死亡月にまとめて算定することから、入所者側   
にとっては、施設に入所していない月についても自己負担を請求され   

ることになるため、入所者が退所等する際、退所等の翌月に亡くなっ   
た場合に、前月分の看取り介護加算に係る一部負担の請求を行う場合   

があることを 

塵 施設は、施設退所等の後も、継続して入所者の家族指導や医療機関   

に対する情報提供等を行うことが必要であり、入所者の家族、入院先   

の医療機関等との継続的な関わりの中で、入所者の死亡を確認するこ   

とが可能である。  

なお、情報の共有を円滑に行う観点から、施設が入院する医療機関   
等に入所者の状態を尋ねたときに、．当該医療機関等が施設に対して本   

人の状態を伝えることについて、施設退所等の際、本人又は家族に対   
して説明をし、文書にて同意を得ておくことが必要である。  

塁 入所者が入退院をし、又は外泊した場合であって、当該入院又は外   
泊期間が死亡日以前三○日の範囲内であれば、当該入院又は外泊期間   

を除いた期間について、看取り介護加算の算定が可能である。  

塵 入院若しくは外泊又は退所の当日について看取り介護加算を算定で   

きるかどうかは、当該日に所定単位数を算定するかどうかによる。  

金 本人又はその家族に対する随時の説明に係る同意については、口頭   

で同意を得た場合は、介護記録にその説明日時、内容等を記載すると   

ともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要である。  

また、本人が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族に連絡し   

ても来てもらえないような場合も、医師、看護師、介護職員等が入所   
者の状態等に応じて随時、入所者に対する看取り介護について相談し、   

共同して看取り介護を行っていると認められる場合には、看取り介護   

加算の算定は可能である。  

この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保される   

よう、介護記録に職員間の相談日時、内容等を記載するとともに、本   
人の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわらず来てもらえなかった   
旨を記載しておくことが必要である。  

なお、家族が入所者の看取りについてともに考えることは極めて重  
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要であり、施設－としては、一度連絡を取って来てくれなかったとして  

も、定期的に連絡を取り続け、可能な限り家族の意思を確認しながら  
介護を進めていくことが重要である。  

要であり、施設としては、一度連絡を取って来てくれなかったとして  

も、定期的に連絡を取り続け、可能な限り家族の意思を確認しながら  
介護を進めていくことが重要である。   

⑩ 多床室を有する施設にあっては、看取りを行う際には個室又は静養  

室の利用により、プライバシー及び家族への配慮の確保が可能となる  

ようにすることが必要である。  

毯姐在宅復帰支援機能加算   

① 「入所者の家族との連移調整」とは、入所者が在宅へ退所するに当  
たり、当該入所者及びその家族に対して次に掲げる支援を行うこと。  

退所彼の居宅サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービス  

について相談援助を行うこと。また必要に応じ、当該入所者の同意を  

得て退所後の居住地を管轄する市町村及び地域包括支援センター又は  

老人介護支援センターに対して当該入所者の介護状況を示す文書を添  

えて当該入所者に係る居宅サービスに必要な情報を提供すること。   

② 本人家族に対する相談援助の内容は次のようなものであること。  

イ 食事、入浴、健康管理等在宅における生活に関する相談援助  

口 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目  

的として行う各種訓練等に関する相談助言  

ハ 家屋の改善に関する相談援助  

二 退所する者の介助方法に関する相談援助   

③ 在宅復帰支援機能加算の算定を行った場合は、その算定根拠等の関  
係書類を整備しておくこと。  

建旦在宅・入所相互利用加算   

① 在宅・入所相互利用（ホームシェアリング）加算は、可能な限り対  

象者が在宅生活を継続できるようにすることを主眼として設けたもの  

であり、施設の介護支援専門員は、入所期間終了に当たって、運動機  

能及び日常生活動作能力その他の当該対象者の心身の状況についての  

情報を在宅の介護支援専門員に提供しながら、在宅の介護支援専門員  

とともに、在宅での生活継続を支援する観点から介護に関する目標及  

び方針を定めることが必要である。   

② 具体的には、  

イ 在宅・入所相互利用を開始するに当たり、在宅期間と入所期間（入  

所期間については三月を限度とする）について、文書による同意を  

得ることが必要である。  

ロ 在宅期間と入所期間を通じて一貫した方針の下に介護を進める観  

迫迫在宅復帰支援機能加算   

① 「入所者の家族との連絡調整」とは、入所者が在宅へ退所するに当  

たり、当該入所者及びその家族に対して次に掲げる支援を行うこと。  

退所後の居宅サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービス  

について相談援助を行うこと。また必要に応じ、当該入所者の同意を  

得て退所後の居住地を管轄する市町村及び地域包括支援センター又は  

老人介護支援センターに対して当該入所者の介護状況を示す文書を添  

えて当該入所者に係る居宅サービスに必要な情報を提供すること。   

② 本人家族に対する相談援助の内容は次のようなものであること。  

イ 食事、入浴、健康管理等在宅における生活に関する相談援助  

口 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目  

的として行う各種訓練等に関する相談助言  

ハ 家屋の改善に関する相談援助  

二 退所する者の介助方法に関する相談援助   

③ 在宅復帰支援機能加算の算定を行った場合は、その算定根拠等の関  
係書類を整備しておくこと。  

迫吐在宅・入所相互利用加算   

① 在宅・入所相互利用（ホームシェアリング）加算は、可能な限り対  

象者が在宅生活を継続できるようにすることを主眼として設けたもの  

であり、施設の介護支援専門員は、入所期間終了に当たって、運動機  

能及び日常生活動作能力その他の当該対象者の心身の状況についての  

情報を在宅の介護支援専門員に提供しながら、在宅の介護支援専門員  

とともに、在宅での生活継続を支援する観点から介護に関する目標及  

び方針を定めることが必要である。   

② 具体的には、  

イ 在宅・入所相互利用を開始するに当たり、在宅期間と入所期間（入   

所期間については三月を限度とする）について、文書による同意を   

得ることが必要である。  

ロ 在宅期間と入所期簡を通じて一貫した方針の下に介護を進める観  
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